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第１章 総 則 

（約款の適用）  

第 １ 条 松阪ケーブルテレビ・ステーション株式会社（以下「当社」といいます。）は、この加入契約約款（放送サービ

ス）（以下「約款」といいます。）を定め、これに基づき放送サービスを提供します。 

 

（用語の定義） 

第 ２ 条 約款では、次の用語はそれぞれ次の意味で使用します。 

用   語 用   語   の   意   味 

１  有線テレビジョン放送施設 
当社が保有する有線テレビジョン放送を行うための機械、器具、電線その他の

電気的設備 

２  幹線 
放送サービスを提供する施設の光ファイバー方式等による線路であって、放送

センターからクロージャまでの間のもの 

３  引込設備 

加入者が放送サービスを受信するため、有線テレビジョン放送施設に接続され

た設備 

クロージャから光キャビネットを経由してＶ－ＯＮＵまでの設備 

４  宅内設備 

加入者が放送サービスを受信するための設備 

Ｖ－ＯＮＵの出力端子から加入者の受信機（テレビ、ステレオ等）までに設置

された宅内線及び機器 

５  ＳＴＢ 
当社が提供する放送を受信するために必要となるデジタルチューナー 

セットトップボックスの略称 

６  ケーブルプラスＳＴＢ ＫＤＤＩ株式会社が販売するＳＴＢの総称で、当社が取り扱うもの 

７  放送サ－ビス 
当社有線テレビジョン放送施設エリアにおいて、当社が行う有線テレビジョン

放送サービス 

８  加入契約 
加入者が放送サービスの提供を受けるために、当社と加入者との間に締結され

る契約 

９  加入者 当社と放送サービスの加入契約を締結している者 

１０ 初期契約解除制度 放送法第１５０条３に基づく契約解除の制度 

１１ 加入契約申込書 当社所定の加入契約申込書（電子データ含む） 

１２ 変更申込書 当社所定の変更申込書（電子データ含む） 

 

（放送サービスの種類） 

第 ３ 条 当社は、放送サービス提供区域の加入者に、次の放送サービスを提供します。なお、当社はやむを得ぬ理由に

より放送サービスの内容を変更することがあります。 

（１）基本サービス 

地上デジタルテレビジョン放送、ＢＳデジタルテレビジョン放送並びにそれらのデータ放送、エフエムラジ

オ放送の各同時再放送サービス、自主放送サービスを別表に定める放送サービス料金表（以下、「料金表」と

いいます。）に定める利用料金の支払いにより視聴可能となるサービス。なお、本サービスを受けるには当社

が貸与するＳＴＢの設置が必要となります。 

また、付帯サービスとして録画機能付ＳＴＢ、ケーブルプラスＳＴＢ（以下、「Ｃ+ＳＴＢ」といいます。）へ

変更することができます。 

（２）施設利用サービス 

地上デジタルテレビジョン放送、ＢＳデジタルテレビジョン放送、データ放送、エフエムラジオ放送の各同

時再放送サービス並びに自主放送サービスを料金表に定める利用料金の支払いにより視聴可能となるサー

ビス。また、付帯サービスとしてＣ+ＳＴＢを設置することができます。 
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（３）特殊サービス 

地上デジタルテレビジョン放送、データ放送、エフエムラジオ放送の各同時再放送サービス並びに自主放送

サービスのうち、対応集合住宅等の当社が別に定める利用料金の支払いにより視聴可能となるサービス。 

（４）オプションサービス 

①ペイ放送サービス 

基本サービスを利用されている加入者が、料金表に定める利用料金の支払いにより視聴可能となるサービス。 

②ＢＳプラスサービス 

基本サービス、施設利用サービス、特殊サービス（対応集合住宅等）のいずれかの加入者が利用申込をする

ことができるサービス。料金表に定める利用料金の支払いにより地上デジタルテレビジョン放送及びＢＳデ

ジタルテレビジョン放送並びにそれらのデータ放送の視聴が可能となります。なお、本サービスを受けるに

は当社が貸与するＳＴＢの設置が必要となります。 

③緊急地震速報サービス 

別途定める「松阪ケーブルテレビ・ステーション緊急地震速報サービス利用規約」により利用可能となるサ

ービス。ただし、基本サービス、施設利用サービス、特殊サービス（対応集合住宅等）のいずれかの加入者

に限り利用申込をすることができます。 

④４Ｋプラスサービス 

基本サービスを利用する加入者が利用申込をすることのできるサービス。料金表に定める利用料金の支払い

により、多チャンネルサービス、地上デジタルテレビジョン放送、ＢＳデジタルテレビジョン放送、ＢＳデ

ジタルテレビジョン放送４Ｋ、並びにそれらのデータ放送の視聴が可能となります。なお、本サービスを受

けるには当社が貸与するＳＴＢの設置が必要となります。 

 

第２章 契 約 

（契約の単位）  

第 ４ 条 加入契約は、加入者宅への引込線１回線ごとに行います。なお、引込線１回線から複数世帯が居住する建物の

各世帯に分配する場合（以下、「集合住宅引込」といいます。）には、建物所有者と加入契約（以下、「集合住宅契

約」といいます。）を締結します。 

 

（契約の成立）  

第 ５ 条 加入契約は、放送サービスに加入をしようとする者（以下、「加入申込者」といいます。）が、当社所定の加入

契約申込書を提出し当社が承諾したときに成立するものとします。 

２ 当社は、加入契約申込書の提出があった場合でも、次の場合には承諾しないことがあります。 

（１）加入申込者が、放送サ－ビスの料金その他債務の支払いを現に怠り又は怠るおそれがあると認められる場合 

（２）加入申込者が、未成年であり法定代理人の同意を得ていない場合  

（３）加入申込者が、約款に違反するおそれがあると認められる場合 

（４）引込設備及び宅内設備の設置、又は保守をすることが技術上著しく困難な場合 

（５）その他当社の業務の遂行上著しい支障がある場合 

３ 引込設備の工事は、当社又は当社が指定した業者が行います。 
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（初期契約解除制度） 

第 ６ 条 放送サービスは、初期契約解除制度の対象です。 

２ 加入者は、加入契約申込書の控えを受領した日から起算して８日を経過するまでの間、「初期契約解除制度での

契約解除」をすることができるものとします。 

３ 前項の場合、加入者は、違約金その他金銭等を請求されることはないものとします。ただし、加入契約の解除

までの利用料金、及び、既に工事が実施された場合の宅内工事費相当額は、負担するものとします。 

４ 当社による初期契約解除制度の説明に誤りがあり、又は交付された書面に初期契約解除制度の記載が無いこと

により、加入者が８日間を経過するまでに加入契約を解除できなかった場合、当社が新たに発行する正しい書面

を受領した日から８日間は加入契約を解除することができるものとします。 

 

（最低利用期間）  

第 ７ 条 加入契約の最低利用期間は、サービス提供を開始した日の属する月の翌月１日から起算して３ヵ月間とします。

なお、セット割引やキャンペーン等により最低利用期間を別途定めることがあります。 

２ 加入者は、最低利用期間内に加入契約の解除（以下、「解約」といいます。）を行う場合は、最低利用期間に満た

ない月数にそのコースの基本利用料金を乗じた金額を解約料として支払うものとします。ただし、セット割引や

キャンペーン等により最低利用期間が別途定められている場合は、取り扱いが異なります。 

 

（加入者からの設置場所の提供）  

第 ８ 条 当社は、放送サービスの提供に必要な当社施設を設置するために必要最小限において、加入者が所有若しくは

占有する敷地、家屋、構築物等を無償で使用できるものとします。  

２ 加入者は、加入契約の締結について、地主、家主、その他の利害関係人があるときには、あらかじめ必要な承

諾を得ておくものとし、このことに関して責任を負うものとします。  

 

（加入者の地位の承継） 

第 ９ 条 当社は、加入契約上の地位の譲渡を禁止します。相続あるいは法人の合併により加入者の地位の承継があった

場合は、承継後の新加入者は、承継を証する書面を添えてすみやかに当社に届け出るものとします。 

２ 地位の承継を認められた新加入者は、旧加入者のすべての権利と義務を受け継ぐものとします。 

 

（加入契約申込書記載事項の変更）  

第１０条 加入者は、加入契約申込書記載事項の変更を希望する場合には、事前に当社所定の変更申込書により当社に届

け出るものとします。届け出があった場合、当社はすみやかに変更された加入契約の内容に基づいて放送サービ

スを提供します。  

２ 加入者が前項の規定により変更しようとする場合、当社は第５条（契約の成立）の規定に準じて取扱うものと

します。  

 

（加入者が行う加入契約の解除） 

第１１条 加入者は、加入契約を解除しようとする場合は、１０日前までにそのことを当社に当社所定の方法により届け

出るものとします。 
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２ 前項による解約の場合、加入者は、第２３条（料金の種類）第１項の規定による利用料金を、当該解約の日の

属する月の分まで支払うものとし、日割り計算による精算はいたしません。  

３ 本条による解約の場合、当社は引込設備及び当社が貸与する機器を撤去します。その撤去費用は、加入者が負

担するものとします。なお、撤去に伴い加入者が所有、占有する敷地、家屋、構築物等の復旧を要する場合、加入

者はその復旧費用を負担するものとします。また、宅内線も撤去する場合は、加入者はその撤去費用を負担する

ものとします。 

 

（当社が行う加入契約の解除）  

第１２条 当社は、次の場合には、加入契約を解除することがあります。 

（１）加入者又は第２４条（料金の支払い方法）第４項の第三者がこの約款に定める利用料金、工事費の支払い義

務を怠った場合、加入者がその他この約款に違反したと認められる場合は、加入者に通知の上又は加入者の

都合により当社から加入者に対する通知が到達しない場合は、通知なしにサービスの提供を停止し、加入契

約を解除することができるものとします。 

（２）加入者が反社会的勢力に属すると判明した場合、及び、加入者が自ら又は第三者を利用して、暴力的な要求

行為、法的な責任を超えた不当な要求行為、取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為、風説

を流布し偽計を用いて当社の信用を毀損し、又は当社の業務を妨害する行為、その他これらに準じる行為を

した場合には、加入契約を解除することができるものとします。 

（３）電力、電話線の地中化等、当社、加入者のいずれの責に帰することのできない事由により幹線、引込設備の

変更を余儀なくされ、かつ、代替構築が困難で放送サ－ビスの継続ができない場合、当社は加入者にあらか

じめ理由を通知した上で、加入契約を解除できるものとします。  

２ 前項の場合加入者は、当社が加入契約の解除を通知した日の属する月までの利用料金を含んだ未払いの料金（以

下、「未納料金」といいます。）を支払う義務を負います。ただし、当該加入者が保証金を当社に預け入れている

場合には、当社はその保証金をもって未納料金の一部又は全額を相殺することができるものとします。 

３ 第１項により加入契約を解除した場合に、加入者が別途支払ったＮＨＫのテレビ受信料（衛星受信料を含む）

及び株式会社ＷＯＷＯＷの視聴料等が払い戻されず加入者に不利益、損害等が生ずることがあっても、当社は何

ら責任も負わないものとします。 

４ 本条による解約の場合、当社は引込設備及び当社が貸与する機器を撤去します。なお、加入者は第１１条（加

入者が行う加入契約の解除）第３項同様の負担をするものとします。 

 

第３章 利 用 

（利用に関わる加入者の義務） 

第１３条 加入者は、当社又は当社の指定する者が、設備の設置、調整、検査、修理等を行うため、土地、建物その他の

工作物等への立ち入りを求めた場合は、これに協力するものとします。 

 

（ＳＴＢの貸与） 

第１４条 加入者は、当社が提供するデジタル放送を受信するために必要な機器であるＳＴＢ、録画機能付ＳＴＢ及び  

Ｃ+ＳＴＢ（以下、包括して「各ＳＴＢ」といいます。）を、料金表に定める利用料金を支払うことで当社より貸

与を受けることができます。ただし、各ＳＴＢの設置費用は、加入者が負担するものとします。なお、付属のＢ
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Ｓデジタル放送用ＩＣカード（以下、「Ｂ－ＣＡＳカード」といいます。）及びＣＡＴＶデジタル放送用ＩＣカー

ド（以下、「Ｃ－ＣＡＳカード」といいます。）の取扱いについては、第２２条（Ｂ－ＣＡＳカード及びＣ－ＣＡ

Ｓカードの取扱いについて）の規定によるものとします。 

２ 前項により加入者が当社より貸与を受ける各ＳＴＢについては、故障が生じた場合、当社は無償にてその修理、

交換、その他必要な措置を講ずるものとします。ただし、加入者が故意又は過失により各ＳＴＢを破損、滅失し

た場合には、加入者は別表に定める損害金を支払うものとします。また、当社が認める場合を除き加入者は各Ｓ

ＴＢの交換を請求できないものとします。  

３ 加入者は、各ＳＴＢの転貸及び改善、改変を行ってはならないものとします。上記に違反した加入者の各ＳＴ

Ｂの利用から生ずるあらゆる損害に対して、当社は責任を負わないものとします。 

４ 第１項により当社より各ＳＴＢの貸与を受ける加入者は、解約時に当社に各ＳＴＢを返還するものとします。  

５ 加入者は、当社が必要に応じて行う各ＳＴＢのバージョンアップ作業の実施に同意するものとします。  

６ 録画機能付ＳＴＢ及びＣ+ＳＴＢの不具合、故障等の原因により録画、編集した録画内容が消失した場合や正常

に録画ができなかった場合、これにより生じた損害については、原因の如何を問わず、当社は一切の責任を負わ

ないものとします。 

７ 録画機能付ＳＴＢ及びＣ+ＳＴＢの修理、交換が必要な場合又は放送サービスを解約する場合には、録画内容は

すべて消去いたします。これにより生じた損害については、原因の如何を問わず、当社は一切の責任を負わない

ものとします。 

８ 番組によっては、デジタル録画の回数が１回に制限される場合やデジタル録画及びデジタルコピー禁止の場合

があります。 

９ リモコンは設置工事完了日から１年間を保証期間とします。ただし、加入者の故意、過失による破損や紛失に

関しては料金表に定める料金を当社に支払うものとします。また、保証期間経過後の交換に関しては、理由の如

何に関わらず料金表に定める料金を当社へ支払うものとします。 

１０ 第１項により加入者が当社より貸与を受けるハードディスクドライブ（以下、「ＨＤＤ」といいます。）について

は次の通り取り扱うものとします。 

（１）ＨＤＤの故障が生じた場合、当社は無償にてその修理、交換、その他必要な措置を講ずるものとします。た

だし、加入者が故意又は過失によりＨＤＤを破損、滅失した場合には、加入者は修理、交換に要する費用を

負担するものとします。 

（２）当社が認める場合を除き加入者はＨＤＤの交換を請求できないものとします。 

（３）各ＳＴＢの解約時、ＨＤＤの貸与がある場合、ＨＤＤを当社に返還するものとします。 

（４）２台目以降は料金表に定める料金を当社に支払うものとします。 

 

（設置場所の変更）  

第１５条 加入者は、変更先が同一建物内又は同一敷地内の場合に限り、宅内設備、各ＳＴＢの設置場所を変更すること

ができるものとします。 

２ 加入者は、引込設備の設置場所を変更しようとする場合は、事前に当社にそのことを届け出るものとします。 

３ 第１項、第２項に要する費用は、加入者が負担するものとします。 

４ 当社は、第２項の請求があったときは、第５条（契約の成立）の規定に準じて取扱います。 

５ 第２項の変更に必要な工事は、当社又は当社が指定した業者が行います。 



 

8 

（品目の変更） 

第１６条 加入者は、料金表に規定する放送サービスの品目を変更することができます。 

２ 前項の場合は、当社ホームページのコース変更フォーム又は変更申込書にて、申込むものとします。  

 

（利用の一時停止）  

第１７条 加入者は、当社の放送サービス提供の一時停止を希望する場合には、その期間を定めて事前に当社にそのこと

を届け出るものとします。また、届け出た期間の変更を希望する場合も同様に届け出るものとします。申し出た

期間が満了したにも関らず再開の請求を行わない場合には、その契約を解除することがあります。 

２ 停止期間中の利用料金については、停止した日の属する月の翌月から再開した日の属する月の前月までの期間

の利用料金を第２３条（料金の種類）第１項の規定に関わらず無料とします。なお、停止した日の属する月及び

再開する日の属する月の利用料金は、日割り計算による精算はいたしません。 

３ 第１項の期間は、最長 1年とします。 

４ 加入者は、一時停止に要する費用を負担するものとします。 

 

（サービスの一時停止） 

第１８条 当社は、当社施設の保守上又は工事上やむを得ない場合には、放送サービスを一時停止することがあります。

その場合には、あらかじめそのことを加入者に通知するものとします。ただし、緊急やむを得ない場合は、この

限りではありません。 

 

（放送内容の変更）  

第１９条 当社は、やむを得ぬ事情により放送内容を変更することがあります。なお、変更によって発生する損害の賠償

には応じません。  

 

（著作権及び著作隣接権侵害の禁止） 

第２０条 当社は、加入者が個人的又は家庭内その他これに準ずる限られた範囲内において使用することを目的とする場

合を除き、録画機器、録音機器、その他の方法によるサービスの複製及びかかる複製物の上映、配信、販売、そ

の他当社が提供している放送サービスに対して有する著作権及び著作隣接権を侵害する行為を禁止します。 

 

（不正視聴の禁止） 

第２１条 当社は、加入者が約款に定める有線テレビジョン放送施設の使用方法以外の方法で放送サービスの提供を受け

ることを禁止します。 

 

（Ｂ－ＣＡＳカード及びＣ－ＣＡＳカードの取扱いについて）  

第２２条 Ｂ－ＣＡＳカードに関する取扱いについては、株式会社ビーエス・コンディショナルアクセスシステムズの「Ｂ

－ＣＡＳカード使用許諾契約約款」に定めるところによります。Ｃ－ＣＡＳカードに関する取扱いについては、

当社の「Ｃ－ＣＡＳカード使用許諾契約約款」に定めるところによります。 
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第４章 料 金 

（料金の種類）  

第２３条 加入者は、料金表に定める引込設備の工事費（以下、「引込工事費」といいます。）、宅内設備の工事費（以下、

「ＴＶ宅内工事費」といいます。）、その他費用及び利用料金を当社に支払うものとします。なお、特殊サービス

（対応集合住宅等）については別途定めるものとします。 

２ 当社が、第３条（放送サービスの種類）に定める全ての放送サービスを、当社の責に帰すべき理由により、月

のうち継続して１０日以上行わなかった場合（全ての放送サービスが停止した場合）は、当該月分の利用料金は、

前項の規定に関わらず無料とします。  

３ 社会経済情勢の変化に伴い、料金表の改定をすることがあります。その場合には、改定の１ヵ月前までに当該

加入者に通知します。  

４ ＮＨＫのテレビ受信料（衛星受信料を含む）は、当社が設定した利用料金の中に含みません。  

 

（料金の支払い方法） 

第２４条 加入者が当社に支払う、利用料金、工事費の支払い方法は、当社が指定する金融機関での口座振替若しくはク

レジットカードによる支払いとし、これ以外の方法により支払う場合は双方の合意に基づく方法によるものとし

ます。 

２ 加入者は、利用料金、工事費を当社が指定した期日（金融機関が休日の場合は翌営業日）に加入契約申込書記

載の支払い方法により支払うものとします。 

３ 当社は、加入者が支払う利用料金、工事費について、原則として請求書及び領収書の発行は行わないものとし

ます。 

４ 加入者は、第２項の利用料金、工事費について当社の承諾を得た上で、第三者に支払わせることができるもの

とします。 

 

（提供開始月及び解約月の利用料金の計算方法） 

第２５条 支払いを要する利用料金は、放送サービス提供を開始した日の属する月の翌月１日から起算して、解約があっ

た日の属する月の月末までの期間について、当社が提供する放送サービスの品目に応じて支払うものとします。 

  

（施設の設置及び費用負担）  

第２６条 当社は、幹線から引込設備までの施設を所有します。ただし、引込設備の設置に要する費用は加入者が負担す

るものとします。なお、加入者が故意又は過失により引込設備を破損、滅失した場合は、修理、交換に要する費

用を負担するものとします。 

２ 加入者は、引込設備以降のすべての宅内設備（当社が貸与する機器を除く。）を所有し、その設置に要する宅内

工事費を負担するものとします。ただし、設置の際の使用機器、工法等については当社の指定に従うものとしま

す。  

３ 集合住宅引込の建物内での加入契約の場合は、室内のテレビ端子（テレビアンテナ・アウトレット、直列ユニ

ット）の出力端子以降の施設（配線、テレビ受信機等）を第２項の宅内設備とします。 

４ 宅内設備の設置工事を当社が行った場合には、加入者は当社にその工事に要する費用を支払うものとします。

ただし当該工事の保証期間は工事完了日から１年間とします。 
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（遅延損害金）  

第２７条 加入者が、料金その他約款に基づく支払いを遅延した場合は、その遅延金額に対し、年１４．５％（年３６５

日の日割り計算による）の割合による遅延損害金を、支払い期日の翌日より完済にいたるまで当社に支払うもの

とします。 

 

（端数処理） 

第２８条 当社は、料金その他の計算において、その計算結果に１円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り捨てま

す。 

 

第５章 保 守 

（責任事項）  

第２９条 当社は当社施設について維持管理責任を負います。なお、加入者は当社施設の維持管理の必要上、当社の放送

サービス提供が一時的に停止することがあることを承諾するものとします。 

 

（故障） 

第３０条 当社又は当社の指定する業者は、加入者から放送サービスに異常がある旨届け出があった場合はすみやかにこ

れを調査し、必要な措置を講じます。ただし、加入者のテレビ、ステレオ等（以下、「受信機」といいます。）に

起因する受信異常については、この限りではありません。  

２ 加入者は、宅内設備の修復に要する費用を負担するものとします。  

３ 加入者は、加入者の故意又は過失により当社施設に故障が生じた場合には、その施設の修復に要する費用を負

担するものとします。 

  

（免責）  

第３１条 当社は、次の場合の放送サービス提供の停止に基づく損害の賠償責任は、負わないものとします。 

（１）天災、事変、法令上の制限、停電 

（２）放送衛星、通信衛星の機能停止  

（３）フェージング等の気象状況による受信障害 

（４）その他当社の責に帰することのできない事由  

 

第６章 個人情報保護 

（加入者個人情報の取扱い）  

第３２条 当社は、保有する加入者個人情報については、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）、個人

情報の保護に関する基本方針（平成１６年４月２日閣議決定）及び放送受信者等の個人情報の保護に関する指針

（平成１６年８月３１日総務省告示第６９６号（以下、「指針」といいます。））に基づくほか、当社が定める個人

情報の保護に関する宣言（以下、「宣言書」といいます。）及びこの約款の規定に基づいて適正に取り扱います。 

２ 当社の宣言書には、当社が保有する加入者個人情報に関し、利用目的、加入者個人情報により識別される特定

の個人が当社に対して行う各種求めに関する手続き、苦情処理の手続き、その他取り扱いに関し必要な事項を定

め、これをホームページにおいて公表します。 
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３ 当社は、以下の目的の達成のために加入者個人情報を利用し、保有する加入者個人情報を正確かつ最新の内容

に保つよう努めます。 

（１）加入契約の締結 

（２）サービスの提供に関する工事の施工 

（３）サービス料金の請求や収納 

（４）サービスに関する情報の提供 

（５）サービスの向上を目的とした調査 

（６）各ＳＴＢの設置及びアフターサービス 

（７）サービスの利用状況等に関する各種統計調査 

（８）その他のサービスを行う上で必要な場合 

（９）業務の一部を当社が別途指定するものに委託する場合 

（10）当社が業務提携先との間で共同利用する場合 

４ 警察官、検察官、検察事務官、国税職員、麻薬取締官、弁護士会、裁判所等の法律上の照会権限を有する者か

ら、法律等に基づき情報開示請求が書面でなされた場合には、当社が必要と認めた場合のみ個人情報の開示を行

います。 

 

（視聴情報の取得） 

第３３条 当社は、第３２条（加入者個人情報の取扱い）に基づき、視聴情報を収集できるものとします。 

２ 収集した視聴情報は視聴動向分析等に利用する場合があります。 

 

第７章 雑 則 

（定めなき事項） 

第３４条 この約款に定めなき事項が生じた場合は、当社及び加入者は契約締結の趣旨に従い、誠意をもって協議のうえ

解決にあたるものとします。 

 

（管轄裁判所） 

第３５条 当社は、加入契約により生じる一切の紛争等については津地方裁判所を管轄裁判所とします。 

 

（約款の変更） 

第３６条 当社は、この約款を総務大臣に届け出た上、変更することがあります。 

変更後の約款は当社のホームページ（https://www.mctv.jp/）において公表します。この場合、加入者は変更後

の約款の適用を受けます。 

 

（附則） 

第３７条 当社は、特に必要があるときには、この約款に特約を付することができるものとします。 

２ この約款は２０２４年４月１日より施行します。 
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※表示金額は税込みです。 

（別表）放送サービス料金表 

 

１．利用料金   

（１）基本サービス  料金額（月額） 

多チャンネルライトコース利用料 
ＳＴＢ １台目 ４,１８０円 

 〃  ２台目以降 １台ごと ２,０９０円 

多チャンネルフルコース利用料 
ＳＴＢ １台目 ４,５１０円 

 〃  ２台目以降 １台ごと ２,４２０円 

ハードディスクドライブ利用料 上記、多チャンネル利用料にハードディスクドライブ１台ごと ２２０円 

録画機能付ＳＴＢ利用料 

Ｈ１０００（１ＴＢ） 

上記、多チャンネル利用料に録

画機能付ＳＴＢ１台ごと 

５５０円 

Ｐ１０００（１ＴＢ） １,５４０円 

スマートＰ１０００（１ＴＢ） １,７６０円 

ブルーレイＰ１０００（１ＴＢ） １,９８０円 

４ＫマルチＳＴＢブルーレイ（２ＴＢ） １,９８０円 

Ｐ２５０（２５０ＧＢ） １,３２０円 

ケーブルプラスＳＴＢ利用料 
ケーブルプラスＳＴＢ-２ 

（２ＴＢ外付けＨＤＤ） 

上記、多チャンネル利用料にケ

ーブルプラスＳＴＢ１台ごとに 
１,６５０円 

 

（２）施設利用サービス(ＳＴＢ無し） 料金額（年額） 料金額（月額） 

地上・地域・ＢＳコース利用料 １１,０００円 １,１００円 

地上・地域コース利用料 １１,０００円 １,１００円 

ケーブルプラスＳＴＢ利用料 
ケーブルプラスＳＴＢ－２（２Ｔ

Ｂ外付けＨＤＤ） 

上記、地上・地域・ＢＳコース利用料

にケーブルプラスＳＴＢ１台ごと 
１,６５０円 

 

（３）光テレビ、光インターネット、ケーブルプラス電話、ケーブルスマホのセット割引  

同時利用割引の条件となるサービス 
料金額（月額） 

光テレビ 光インターネット ケーブルプラス電話 

多チャンネルコース ケーブルプラスＳＴＢ-２ 光１０Ｇ､１Ｇ､３００Ｍコース あり ２,８９３円割引 

多チャンネルコース － 光１０Ｇコース あり ２,４２０円割引 

多チャンネルコース ケーブルプラスＳＴＢ-２ 光１０Ｇ､１Ｇ､３００Ｍコース なし 

１,９８０円割引 

地上・地域コース 
ケーブルプラスＳＴＢ-２ 光１０Ｇコース あり 

地上・地域・BS コース 

地上・地域コース 
－ 光１０Ｇコース あり 

地上・地域・BS コース 

地上・地域コース 
ケーブルプラスＳＴＢ-２ 光１Ｇ､３００Ｍコース あり １,７９３円割引 

地上・地域・BS コース 

多チャンネルコース － 光１Ｇ､３００Ｍコース あり １,３２０円割引 

多チャンネルコース － 光１０Ｇコース なし ９９０円割引 

地上・地域コース 
ケーブルプラスＳＴＢ-２ 光１０Ｇ､１Ｇ､３００Ｍコース なし 

８８０円割引 
地上・地域・BS コース 

地上・地域コース 
－ 光１Ｇ､３００Ｍコース あり 

地上・地域・BS コース 

地上・地域コース 
－ 光１０Ｇコース なし ５５０円割引 

地上・地域・BS コース 

 

ケーブルスマホ 光インターネット 料金額（月額） 

２ＧＢ 以上 光１０Ｇ､１Ｇ､３００Ｍコース ２２０円割引 

※同時利用割引の条件に合うサービスを追加契約される場合、同時利用割引の適用は、追加契約されたサービスの基本利用料が満額で課

金開始される月からとなります。（ケーブルプラス電話はサービス開始月の基本利用料が日割り計算となるため、翌月利用分より割引

適用となります。）光テレビ（多チャンネルコース）は、１台目（基本契約）に対する割引となります。ケーブルスマホのセット割引は

ケーブルスマホの契約名義が個人の場合は最大１０回線まで、法人及び法人に準ずる場合は１回線のみ適用されます。 
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（４）オプションサービス 

①ペイ放送サービス(ＳＴＢ有り） 

デジタル放送 料金額（月額） デジタル放送 料金額（月額） 

衛星劇場ＨＤ ２,２００円 東映チャンネルＨＤ １,６５０円 

ＷＯＷＯＷプライム 

４ｃｈセット 

２,５３０円 

Ｊ ＳＰＯＲＴＳ ４ ＨＤ １,４３０円 

ＷＯＷＯＷライブ アニメシアターＸ（ＡＴ－Ｘ） ２,１８０円 

ＷＯＷＯＷシネマ フジテレビＮＥＸＴ ライブ・プレミアム １,９８０円 

ＷＯＷＯＷ４Ｋ  レインボーチャンネル ＨＤ ２,５３０円 

スターチャンネル１ プレミアム 
３ｃｈセット 

２,５３０円 

 パラダイステレビ ＨＤ ２,２００円 

スターチャンネル２ セレクト  ミッドナイト・ブルー ２,５３０円 

スターチャンネル３ 吹替専門 ゴールデンアダルトセット（３ｃｈセット） ３,３００円 

レジャーチャンネル １,０７８円  ＫＮＴＶ ＨＤ ３,３００円 

グリーンチャンネル ＨＤ ２ｃｈセット 

１,１００円 

 Ｍｎｅｔ ＨＤ ２,５３０円 

グリーンチャンネル２ ＨＤ  ＫＢＳ Ｗｏｒｌｄ ＨＤ ７７０円 

ＳＰＥＥＤチャンネル ９９０円 韓流セット（３ｃｈセット） ５,９４０円 

Ｖ☆パラダイス ＨＤ ７７０円 日経ＣＮＢＣ ＨＤ（ＢＳプラス用） ９９０円 

※ＷＯＷＯＷ４Ｋをご視聴いただくには、対応のＳＴＢや別途工事が必要な場合があります。 

※スターチャンネルは２０２４年６月１日より１ｃｈとなり、料金額（月額）は１,９８０円となります。 

 

②ＢＳプラスサービス（ＳＴＢ有り） 料金額（月額） 

ＢＳプラス利用料 ＢＳプラス用ＳＴＢ１台ごと ５５０円 

※ペイ放送サービスの日経ＣＮＢＣ ＨＤおよびＷＯＷＯＷの申し込みができます。 

 

③４Ｋプラスサービス（ＳＴＢ有り） 料金額（月額） 

４Ｋプラス利用料 ４Ｋプラス用ＳＴＢ1 台ごと ５５０円 

 

２．工事費 料金額（月額） 

引込工事費（標準） １６,５００円 

ＴＶ宅内工事費（標準） 

多チャンネルコース １４,３００円 

地上・地域・ 

 

ＢＳコース 

１１,０００円 

地上・地域コース １１,０００円 

引込線撤去工事費（標準）  ５,５００円 

※宅内配線の張り替えやブースターの取付等により追加工事が必要な場合、費用はお客様負担となります。 

 

３．付属品料金 料金額 

ＳＴＢ用リモコン ２台目以降料金 ３,３００円 

ケーブルプラスＳＴＢ用リモコン ２台目以降料金 ３,３００円 

ハードディスクドライブ（２ＴＢ） ２台目以降料金 ９,９００円 

 

４．損害金 料金額 

ＳＴＢ 

ＢＤ－Ｖ３７０Ｌ､ＴＺ－ＤＣＨ８２０､ＴＺ－ＤＣＨ８２１ １０,０００円/台 

ＴＺ－ＬＳ３００ＰＢ ､ＴＺ－ＬＳ５００Ｂ ２０,０００円/台 

ＪＣ－６５００､ＴＺ－ＨＤＴ６２１ＰＷ ２５,０００円/台 

ＴＺ－ＬＴ１５００ＢＷ､ＴＺ－ＤＣＨ２８１０､ＴＺ－ＨＤＷ６００Ｐ ３０,０００円/台 

ＴＺ－ＬＴ１０００ＢＷ ４５,０００円/台 

ＴＺ－ＨＤＷ６１１Ｐ ５０,０００円/台 

ＴＺ－ＢＤＴ９２０ＰＷ、ＴＺ－ＢＴ９０００ＢＷ ７０,０００円/台 

ケーブルプラスＳＴＢ－２ ３０,０００円/台 

外付けＨＤＤ １０,０００円/台 

Ｖ－ＯＮＵ ８,０００円/台 

 


